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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する第１の筐体と、
　外部表面を有し、前記第１の筐体の前記内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる
第２の筐体であって、前記第２の筐体は、前記椎体置換デバイスの高さを増加させるよう
に、長手方向に沿って前記第１の筐体に対して移動可能であり、前記第２の筐体の前記外
部表面は、前記第１の筐体の前記内部表面と係合可能である、第２の筐体と、
　前記第２の筐体の一部と取り外し可能に係合可能な保持部材であって、前記保持部材は
、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にしながら、前記椎体置換デバイスの収縮を防止す
るように構成されており、前記保持部材は、前記第１の筐体の前記内部歯状表面にカム作
用されかつ前記内部歯状表面に相補的である少なくとも１つの外側縁部を画定する、保持
部材と、
　第１の骨接触表面を有する第１の骨接触部材と、
　第２の骨接触表面を有する第２の骨接触部材と
を備える、椎体置換デバイス。
【請求項２】
　前記第２の筐体および第１の筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定す
る、請求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項３】
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　前記第１の骨接触部材は、前記第１の筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記第
１の骨接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、請
求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項４】
　前記第２の骨接触部材は、前記第２の筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記第
２の骨接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、請
求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項５】
　前記第１の骨接触表面および第２の骨接触表面のうちの少なくとも１つは、隣接骨構造
に係合するように構成される複数のスパイクを画定する、請求項１に記載の椎体置換デバ
イス。
【請求項６】
　前記第２の筐体は、前記第１の筐体の前記内部歯状表面に相補的である外部歯状表面を
備え、前記２つの歯状表面の係合は、前記椎体置換デバイスの後退を防止しながら、前記
椎体置換デバイスの拡張を可能にする、請求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項７】
　前記保持部材は、前記第２の筐体の前記一部の周囲で水平に摺動するようにサイズ決定
されたｕ字形部材である、請求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項８】
　前記保持部材は、少なくとも部分的に、前記第２の筐体の周囲に巻着し、前記第２の筐
体の前記外部表面の少なくとも一部に係合するように構成される、ｃリングを備える、請
求項１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項９】
　椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、歯状表面を備える内部表面を有する第１のスリーブと、
　前記第１のスリーブの前記歯状表面に相補的である外部表面を有する第２のスリーブと
、
　前記第２のスリーブの一部と取り外し可能に係合可能な保持部材であって、前記保持部
材は、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にしながら、前記椎体置換デバイスの収縮を防
止し、前記保持部材は、前記第１のスリーブの前記歯状表面にカム作用されかつ前記歯状
表面に相補的である少なくとも１つの外側縁部を画定する、保持部材と
を備え、前記第１のスリーブおよび第２のスリーブは、後退位置から拡張位置まで相互に
対して長手方向に移動するように構成される、椎体置換デバイス。
【請求項１０】
　前記歯状表面は、複数の歯を備え、各歯は、カム表面および平坦表面を備える、請求項
９に記載の椎体置換デバイス。
【請求項１１】
　前記椎体置換デバイスが、前記後退位置から前記拡張位置まで移動されるとき、前記歯
のうちの少なくとも１つの前記カム表面は、前記第２のスリーブの前記外部表面の一部の
その上に摺動し、前記第１のスリーブが、前記第２のスリーブに対して摺動することを可
能にし、前記椎体置換デバイスが、前記拡張位置から前記後退位置まで移動されるとき、
前記歯のうちの少なくとも１つの前記平坦表面は、前記第２のスリーブの前記外部表面の
一部に係合し、実質的に、そのような移動を防止する、請求項１０に記載の椎体置換デバ
イス。
【請求項１２】
　前記第２のスリーブの前記外部表面は、相補的に歯状であり、前記歯状表面は、相補的
に対向し、拡張する方向では、前記第２のスリーブ上の歯の前記カム表面は、前記第１の
スリーブ上の歯の前記カム表面と噛合し、後退する方向では、前記第２のスリーブ上の歯
の前記平坦表面は、前記第１のスリーブ上の歯の前記平坦表面に係合することを意味し、
前記２つのスリーブが、歯止め様式で前記拡張する方向に移動することを可能にし、前記
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２つのスリーブが前記後退する方向に移動することを防止する、請求項１１に記載の椎体
置換デバイス。
【請求項１３】
　前記第２のスリーブは、１つまたはそれを上回る相補的陥凹を備え、前記陥凹は、前記
第１の表面の歯のうちの少なくとも１つの前記平坦表面を補完する、平坦内部縁部を有す
る、請求項１１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項１４】
　前記第２のスリーブの上部に蝶着取着される上側骨接触部材と、前記第１のスリーブの
下部に蝶着取着される下側骨接触部材とをさらに備え、隣接椎体を補完するために前記骨
接触部材の角形成を可能にする、請求項９に記載の椎体置換デバイス。
【請求項１５】
　前記第１のスリーブおよび第２のスリーブは、相互に中に入れ子になり、支柱窓を画定
し、前記椎体置換デバイスはさらに、前記支柱窓を介して、前記内部空洞の中に留置され
る、前記内部空洞内に嵌合するように構成される支柱を備え、前記支柱の上部が、角度付
けされ、前記上側骨接触部材の一部に係合し、前記支柱の底部が、角度付けされ、前記下
側骨接触部材の一部に係合し、前湾のための所望の角度において前記上側骨接触部材およ
び下側骨接触部材を留置する、請求項１４に記載の椎体置換デバイス。
【請求項１６】
　前記支柱は、前記内部空洞のその中に位置付けられるとき、実質的に、前記椎体置換デ
バイスが前記拡張位置から前記後退位置まで移動することを防止する、請求項１５に記載
の椎体置換デバイス。
【請求項１７】
　椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する、外側筐体と、
　前記外側筐体の前記内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる内側筐体であって、
前記内側筐体は、前記椎体置換デバイスの高さを増加させるように、長手方向に沿って移
動可能である、内側筐体と、
　前記内側筐体の一部と取り外し可能に係合可能である保持部材であって、前記保持部材
は、前記外側筐体の前記内部歯状表面にカム作用されかつ前記内部歯状表面に相補的であ
る少なくとも１つの外側縁部を画定し、前記保持部材は、前記内側筐体と係合して位置付
けられるとき、前記椎体置換デバイスの収縮を防止しながら、前記椎体置換デバイスの拡
張を可能にする、保持部材と、
　上側骨接触表面を有する上側骨接触部材と、
　下側骨接触表面を有する下側骨接触部材と
を備える、椎体置換デバイス。
【請求項１８】
　前記内側筐体および外側筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定する、
請求項１７に記載の椎体置換デバイス。
【請求項１９】
　前記上側骨接触部材は、前記外側筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記上側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、請求項１
７に記載の椎体置換デバイス。
【請求項２０】
　前記下側骨接触部材は、前記内側筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記下側骨
接触部材が、前記前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、請求
項１７に記載の椎体置換デバイス。
【請求項２１】
　前記上側接触部材および下側骨接触部材のうちの少なくとも１つは、前記それぞれの上
側骨接触部材または下側骨接触部材を所望の角度位置に係止するための手段を備える、請
求項２０に記載の椎体置換デバイス。
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【請求項２２】
　前記それぞれの上側骨接触部材または下側骨接触部材を所望の角度位置に係止するため
の前記手段は、前記それぞれの骨接触部材と前記それぞれの骨接触部材が接続される前記
筐体との間に、取り外し可能に位置付けられるように構成される、楔合部材を備える、請
求項２１に記載の椎体置換デバイス。
【請求項２３】
　前記上側接触表面および下側接触表面のうちの少なくとも１つは、隣接骨構造に係合す
るように構成される、複数の表面突起部を画定する、請求項１７に記載の椎体置換デバイ
ス。
【請求項２４】
　前記複数の表面突起部は、前記スパイクの実質的に全てが前記それぞれの接触表面の下
方にある非展開状態から、前記スパイクの少なくとも一部が前記それぞれの接触表面の上
方に延在する展開状態に移動することができるスパイクである、請求項２３に記載の椎体
置換デバイス。
【請求項２５】
　前記スパイクを展開するための手段をさらに備える、請求項２４に記載の椎体置換デバ
イス。
【請求項２６】
　椎体を置換するためのシステムであって、前記システムは、
拡張可能な椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する、外側筐体と、
　前記外側筐体の前記内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる内側筐体であって、
前記内側筐体は、前記拡張可能な椎体置換デバイスの高さを増加させるように、長手方向
に沿って移動可能である、内側筐体と、
　前記内側筐体の一部と取り外し可能に係合可能である保持部材であって、前記保持部材
は、前記外側筐体の前記内部歯状表面にカム作用されかつ前記内部歯状表面に相補的であ
る少なくとも１つの外側縁部を画定し、前記保持部材は、前記内側筐体と係合して位置付
けられるとき、前記拡張可能な椎体置換デバイスの収縮を防止しながら、前記椎体置換デ
バイスの拡張を可能にする、保持部材と、
　上側骨接触表面を有する上側骨接触部材と、
　下側骨接触表面を有する下側骨接触部材と、
を備える、拡張可能な椎体置換デバイスと、
椎体置換拡張ツールと
を備える、システム。
【請求項２７】
　前記内側筐体および外側筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定する、
請求項２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記上側骨接触部材は、前記外側筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記上側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にし、前記下側骨
接触部材は、前記内側筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記下側骨接触部材が、
前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、請求項２６に記載のシ
ステム。
【請求項２９】
　前記椎体置換拡張ツールは、
　第１のハンドルおよび対向する第２のハンドルを有する作動部材であって、前記第１の
ハンドルおよび第２のハンドルは、蝶着点において蝶着結合され、前記蝶着点は、前記第
１のハンドルおよび第２のハンドルのそれぞれの近位端と遠位端との間に位置付けられる
、作動部材と、
　前記作動部材に結合される平準化部材であって、前記平準化部材は、上側平準化部材お
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よび下側平準化部材を有し、前記上側平準化部材および下側平準化部材は、剪刀部材によ
って分離かつ接続され、前記剪刀部材は、実質的に、それらの中間区分にピン留めされる
、第１の剪刀アームおよび第２の剪刀アームを備え、前記第１の剪刀アームの近位端は、
前記上側平準化部材の近位端にピン留めされ、前記第１の剪刀アームの遠位端は、摺動関
係において、前記下側平準化部材内に画定される伸長スロットに係合するように構成され
るピンを備え、前記第２の剪刀アームの近位端は、前記下側平準化部材の近位端にピン留
めされ、前記第２の剪刀アームの遠位端は、前記上側平準化部材の近位端が前記下側平準
化部材の近位端から分離されるにつれて、前記上側平準化部材の遠位端もまた、前記下側
平準化部材の遠位端から高められ、かつ等しく分離されるように、摺動関係において、前
記上側平準化部材内に画定される伸長スロットに係合するように構成されるピンを備える
、平準化部材と
を備える、請求項２８に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記第１のハンドルの遠位端は、前記上側平準化部材の近位端に蝶着接続され、前記第
２のハンドルの遠位端は、前記下側平準化部材の近位端に蝶着接続されることができる、
請求項２９に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記上側平準化部材および下側平準化部材の遠位端は、それぞれ、フォークを備え、前
記拡張可能な椎体置換デバイスの部分に係合し、それによって、使用時、第１の分離位置
から第２の圧縮位置までの前記作動部材のハンドルの圧縮は、前記平準化部材を相互に実
質的に隣接する位置から分離位置まで移動させる、請求項２９に記載のシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の分野）
　本発明は、概して、脊柱外科手術に関し、より具体的には、椎体を除去し、それを拡張
可能構造体と置換し、融合目的のために、隣接骨を安定させ、それらの間に通路を提供す
ることに続く、脊椎の安定化のデバイスおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　（発明の背景）
　多くの場合、外傷性骨折に起因する、または腫瘍による骨の侵入に起因する、椎骨への
損傷は、時として、椎体の除去を必要とする。この手術は、椎体切除術として既知である
。椎体切除術に続いて、結果として生じる間隙は、概して、椎体置換（ＶＢＲ）として既
知である耐荷重支持体によって、充填される。これは、隣接骨の間に適切な空間を復元か
つ維持することに役立ち、多くの場合、融合が生じることを可能にするために、隣接骨に
及ぶ移植片材料を留置するための面積を提供する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ＶＢＲは、間隙に嵌合する、またはある範囲にわたって拡張可能であるようにサイズ決
定されてもよい。現在、利用可能である拡張可能なＶＢＲは、有意な制限を有する。これ
らは、拡張後にそれらの中のチャネル内に移植片材料を適切に詰めることの不能性、隣接
骨表面に対するインプラントの上側および底側の満足のいく合致の欠如、複雑である拡張
機構を含み、または作動させるために過度の時間がかかる。これらの欠点を克服するであ
ろう、インプラントおよび外科技術の必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　（要旨）
　本明細書に提示されるのは、頸部、胸郭、または腰椎の椎骨椎体切除術に続く、脊柱外
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科手術の際の使用のための拡張可能ＶＢＲデバイスである。このＶＢＲデバイスは、内側
筐体および外側筐体を備える。内側筐体および外側筐体は、ＶＢＲデバイスの高さを増加
または減少させるために、長手方向に相互に対して移動することができる。ＶＢＲデバイ
スは、第１の非拡張位置から第２の完全拡張位置までの範囲、または実質的に、それらの
間の任意の位置の範囲内で拡張されることができる。
【０００５】
　システムがまた、提示され、本システムは、ＶＢＲデバイスおよびＶＢＲ拡張ツールを
備える。一例示的側面では、ＶＢＲ拡張ツールは、平準化部材に結合される作動部材を備
える。使用時、第１の位置から第２の位置までの作動部材のハンドルの圧縮は、相互に実
質的に隣接する位置から分離位置まで平準化部材を移動させ、非拡張位置から拡張位置ま
で拡張可能ＶＢＲデバイスを移動させる。
【０００６】
　拡張可能なＶＢＲを椎体切除術欠陥の中に留置し、ＶＢＲ拡張ツールを使用して本デバ
イスの高さを拡張する方法もまた、提示される。本方法は、所望の運動区画にアクセスす
るステップと、所望の椎体を除去するステップと、除去された椎体の代わりに拡張可能Ｖ
ＢＲデバイスを位置付けるステップと、拡張可能ＶＢＲデバイスを拡張するステップと、
拡張可能ＶＢＲデバイスを拡張位置に固定するステップとを含む。本方法はまた、上側骨
接触部材および／または下側骨接触部材の前湾角度を固定するステップを含むことができ
る。別の側面では、本方法はまた、移植片空洞を骨成長助長材料で詰めるステップを含む
。
【０００７】
　関連方法もまた、提供される。拡張可能ＶＢＲデバイスおよびその使用方法の他の装置
、方法、システム、特徴、および利点は、当業者に明白である、または以下の図および発
明を実施するための形態の検討に応じて、明白となるであろう。全てのそのような付加的
装置、方法、システム、特徴、および利点は、本説明内に含まれ、拡張可能ＶＢＲデバイ
スおよびその使用方法の範囲であって、添付の請求項によって保護されることが意図され
る。
本願明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定する第１の筐体と、
　前記第１の筐体の内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる第２の筐体であって、
長手方向に沿って移動可能であり、前記椎体置換デバイスの高さを増加させる、第２の筐
体と、
　前記椎体置換デバイスの拡張を可能にしながら、前記椎体置換デバイスの収縮を防止す
るための手段と、
　第１の骨接触表面を有する第１の骨接触部材と、
　第２の骨接触表面を有する第２の骨接触部材と、
を備える、椎体置換デバイス。
（項目２）
　前記第２の筐体および第１の筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定す
る、項目１に記載の椎体置換デバイス。
（項目３）
　前記第１の骨接触部材は、前記第１の筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記第
１の骨接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項
目１に記載の椎体置換デバイス。
（項目４）
　前記第２の骨接触部材は、前記第２の筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記第
２の骨接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項
目１に記載の椎体置換デバイス。
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（項目５）
　前記第１の骨接触表面および第２の骨接触表面のうちの少なくとも１つは、隣接骨構造
に係合するように構成される複数のスパイクを画定する、項目１に記載の椎体置換デバイ
ス。
（項目６）
　前記第１の筐体は、歯状内部表面を備え、前記第２の筐体は、前記第１の筐体の歯状内
部表面に相補的である歯状外部表面を備え、前記２つの歯状表面の係合は、前記椎体置換
デバイスの後退を防止しながら、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にする、項目１に記
載の椎体置換デバイス。
（項目７）
　前記第１の筐体の外部表面に係合し、前記第２の筐体に対して前記第１の筐体の移動を
制限するように構成される、保持部材をさらに備える、項目１に記載の椎体置換デバイス
。
（項目８）
　前記保持部材は、少なくとも部分的に、前記第１の筐体の周囲に巻着し、前記第１の筐
体の外部表面の少なくとも一部に係合するように構成される、ｃリングを備える、項目７
に記載の椎体置換デバイス。
（項目９）
　椎体置換デバイスであって、
　歯状表面を備える内部表面を有する第１のスリーブと、
　前記歯状表面に相補的である外部表面を有する第２のスリーブと、
を備え、前記第１のスリーブおよび第２のスリーブは、後退位置から拡張位置まで相互に
対して長手方向に移動するように構成され、前記第１のスリーブおよび第２のスリーブは
、内部空洞を画定する、
椎体置換デバイス。
（項目１０）
　前記歯状表面は、複数の歯を備え、各歯は、カム表面および平坦表面を備える、項目９
に記載の椎体置換デバイス。
（項目１１）
　前記椎体置換デバイスが、前記後退位置から前記拡張位置まで移動されるとき、前記歯
のうちの少なくとも１つのカム表面は、前記第２のスリーブの外部表面の一部のその上に
摺動し、前記第１のスリーブが、前記第２のスリーブに対して摺動することを可能にし、
前記椎体置換デバイスが、前記拡張位置から前記後退位置まで移動されるとき、前記歯の
うちの少なくとも１つの平坦表面は、前記第２のスリーブの外部表面の一部に係合し、実
質的に、そのような移動を防止する、項目１０に記載の椎体置換デバイス。
（項目１２）
　前記第２のスリーブの外部表面は、相補的に歯状であり、前記歯状表面は、相補的に対
向し、前記拡張方向では、前記第２のスリーブ上の歯のカム表面は、前記第１のスリーブ
上の歯のカム表面と噛合し、前記後退方向では、前記第２のスリーブ上の歯の平坦表面は
、前記第１のスリーブ上の歯の平坦表面に係合することを意味し、前記２つのスリーブが
、歯止め様式で前記拡張方向に移動することを可能にし、前記２つのスリーブが前記後退
方向に移動することを防止する、項目１１に記載の椎体置換デバイス。
（項目１３）
　前記第１のスリーブは、歯状内部表面を備え、前記第２のスリーブは、１つまたはそれ
を上回る相補的陥凹を備え、前記陥凹は、前記第１の表面の歯のうちの少なくとも１つの
平坦表面を補完する、平坦内部縁部を有する、項目１１に記載の椎体置換デバイス。
（項目１４）
　前記第２のスリーブの上部に蝶着取着される上側骨接触部材と、前記第１のスリーブの
下部に蝶着取着される下側骨接触部材とをさらに備え、前記隣接椎体を補完するために骨
接触部材の角形成を可能にする、項目９に記載の椎体置換デバイス。
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（項目１５）
　前記第１のスリーブおよび第２のスリーブは、相互に中に入れ子になり、支柱窓を画定
し、前記椎体置換デバイスはさらに、前記支柱窓を介して、前記内部空洞の中に留置され
る、前記内部空洞内に嵌合するように構成される支柱を備え、前記支柱の上部が、角度付
けされ、前記上側骨接触部材の一部に係合し、前記支柱の底部が、角度付けされ、前記下
側骨接触部材の一部に係合し、前湾のための所望の角度において前記上側骨接触部材およ
び下側骨接触部材を留置する、項目１４に記載の椎体置換デバイス。
（項目１６）
　前記支柱は、前記内部空洞のその中に位置付けられるとき、実質的に、前記椎体置換デ
バイスが前記拡張位置から前記後退位置まで移動することを防止する、項目１５に記載の
椎体置換デバイス。
（項目１７）
　椎体を置換するための方法であって、
　　　所望の運動区画にアクセスするステップと、
　　　所望の椎体を除去するステップと、
　　　前記除去された椎体の代わりに、拡張可能な椎体置換デバイスを位置付けるステッ
プと、
　　　前記拡張可能な椎体置換デバイスを拡張するステップと、
　　　前記拡張可能な椎体置換デバイスを拡張位置に固定するステップと、
を含み、前記椎体置換デバイスは、
　　　内部空洞を画定する第１の筐体と、
　　　前記第１の筐体の内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる第２の筐体であっ
て、前記第２の筐体は、長手方向に沿って移動可能であり、前記椎体置換デバイスの高さ
を増加させ、前記第１の筐体は、前記第２の筐体に対して拡張方向に移動することができ
る、第２の筐体と、
　　　第１の骨接触表面を有する第１の骨接触部材と、
　　　第２の骨接触表面を有する第２の骨接触部材と、
を備える、方法。
（項目１８）
　前記第２の筐体および第１の筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定し
、前記方法はさらに、前記移植片空洞を骨成長助長材料で詰めるステップを含む、項目１
７に記載の方法。
（項目１９）
　前記第１の骨接触部材は、前記第１の筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記第
１の骨接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にし、前記
第２の骨接触部材は、前記第２の筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記第２の骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項目１７
に記載の方法。
（項目２０）
　椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する、外側筐体と、
　前記外側筐体の内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる内側筐体であって、長手
方向に沿って移動可能であり、前記椎体置換デバイスの高さを増加させる、内側筐体と、
　前記内側筐体の一部と取り外し可能に係合可能である保持部材であって、前記外側筐体
の内部歯状表面にカム作用され、かつそれに相補的である、少なくとも１つの外側縁部を
画定し、前記内側筐体と係合して位置付けられるとき、前記椎体置換デバイスの収縮を防
止しながら、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にする、保持部材と、
　上側骨接触表面を有する上側骨接触部材と、
　下側骨接触表面を有する下側骨接触部材と、
を備える、デバイス。
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（項目２１）
　前記内側筐体および外側筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定する、
項目２０に記載の椎体置換デバイス。
（項目２２）
　前記上側骨接触部材は、前記外側筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記上側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項目２０
に記載の椎体置換デバイス。
（項目２３）
　前記下側骨接触部材は、前記内側筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記下側骨
接触部材が、前記前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項目
２０に記載の椎体置換デバイス。
（項目２４）
　前記上側接触部材および下側骨接触部材のうちの少なくとも１つは、前記それぞれの上
側骨接触部材または下側骨接触部材を所望の角度位置に係止するための手段を備える、項
目２３に記載の椎体置換デバイス。
（項目２５）
　前記それぞれの上側骨接触部材または下側骨接触部材を所望の角度位置に係止するため
の前記手段は、前記それぞれの骨接触部材と前記それぞれの骨接触部材が接続される前記
筐体との間に、取り外し可能に位置付けられるように構成される、楔合部材を備える、項
目２４に記載の椎体置換デバイス。
（項目２６）
　前記上側接触表面および下側接触表面のうちの少なくとも１つは、隣接骨構造に係合す
るように構成される、複数の表面突起部を画定する、項目２０に記載の椎体置換デバイス
。
（項目２７）
　前記複数の表面突起部は、非展開状態から移動することができる、スパイクであり、実
質的に、前記スパイクの全ては、展開状態に対して、前記それぞれの接触表面の下方にあ
り、前記スパイクの少なくとも一部は、前記それぞれの接触表面の上方に延在する、項目
２６に記載の椎体置換デバイス。
（項目２８）
　前記スパイクを展開するための手段をさらに備える、項目２７に記載の椎体置換デバイ
ス。
（項目２９）
　椎体を置換するための方法であって、
　　　所望の運動区画にアクセスするステップと、
　　　所望の椎体を除去するステップと、
　　　前記除去された椎体の代わりに、拡張可能な椎体置換デバイスを位置付けるステッ
プと、
　　　前記拡張可能な椎体置換デバイスを拡張するステップと、
　　　前記拡張可能な椎体置換デバイスを前記拡張位置に固定するステップと、
を含み、前記椎体置換デバイスは、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する、外側筐体と、
　前記外側筐体の内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる内側筐体であって、長手
方向に沿って移動可能であり、前記椎体置換デバイスの高さを増加させる、内側筐体と、
　前記内側筐体の一部と取り外し可能に係合可能である保持部材であり、前記外側筐体の
内部歯状表面にカム作用され、かつそれに相補的である、少なくとも１つの外側縁部を画
定し、前記内側筐体と係合して位置付けられるとき、前記椎体置換デバイスの収縮を防止
しながら、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にする、保持部材と、
　上側骨接触表面を有する上側骨接触部材と、
　下側骨接触表面を有する下側骨接触部材と、
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を備える、方法。
（項目３０）
　前記内側筐体および外側筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定し、前
記方法はさらに、前記移植片空洞を骨成長助長材料で詰めるステップを含む、項目２９に
記載の方法。
（項目３１）
　前記上側骨接触部材は、前記外側筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記上側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にし、前記下側骨
接触部材は、内側筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記下側骨接触部材が、前方
向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にし、前記方法はさらに、前記上側
骨接触部材および下側骨接触部材のうちの少なくとも１つの前湾角度を固定するステップ
を含む、項目２９に記載の方法。
（項目３２）
　椎体を置換するためのシステムであって、前記システムは、
拡張可能な椎体置換デバイスであって、
　内部空洞を画定し、内部歯状表面を有する、外側筐体と、
　前記外側筐体の内部空洞の少なくとも一部の中に入れ子になる内側筐体であって、長手
方向に沿って移動可能であり、前記拡張可能な椎体置換デバイスの高さを増加させる、内
側筐体と、
　前記内側筐体の一部と取り外し可能に係合可能である保持部材であって、前記外側筐体
の内部歯状表面にカム作用され、かつそれに相補的である、少なくとも１つの外側縁部を
画定し、前記内側筐体と係合して位置付けられるとき、前記拡張可能な椎体置換デバイス
の収縮を防止しながら、前記椎体置換デバイスの拡張を可能にする、保持部材と、
　上側骨接触表面を有する上側骨接触部材と、
　下側骨接触表面を有する下側骨接触部材と、
を備える、拡張可能椎体置換デバイスと、
椎体置換拡張ツールと、
を備える、システム。
（項目３３）
　前記内側筐体および外側筐体は、骨移植片材料の留置のための移植片空洞を画定する、
項目３２に記載のシステム。
（項目３４）
　前記上側骨接触部材は、前記外側筐体の上部の一部に枢動可能に接続され、前記上側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にし、前記下側骨
接触部材は、前記内側筐体の下部の一部に枢動可能に接続され、前記下側骨接触部材が、
前方向または後方向のいずれかに角形成されることを可能にする、項目３２に記載のシス
テム。
（項目３５）
　前記椎体置換拡張ツールは、
　第１のハンドルおよび対向する第２のハンドルを有する作動部材であって、前記第１の
ハンドルおよび第２のハンドルは、蝶着点において蝶着結合され、前記蝶着点は、前記第
１のハンドルおよび第２のハンドルのそれぞれの近位端と遠位端との間に位置付けられる
、作動部材と、
　前記作動部材に結合される平準化部材であって、上側平準化部材および下側平準化部材
を有し、前記上側平準化部材および下側平準化部材は、剪刀部材によって分離かつ接続さ
れ、前記剪刀部材は、実質的に、それらの中間区分にピン留めされる、第１の剪刀アーム
および第２の剪刀アームを備え、前記第１の剪刀アームの近位端は、前記上側平準化部材
の近位端にピン留めされ、前記第１の剪刀アームの遠位端は、摺動関係において、前記下
側平準化部材内に画定される伸長スロットに係合するように構成されるピンを備え、前記
第２の剪刀アームの近位端は、前記下側平準化部材の近位端にピン留めされ、前記第２の
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剪刀アームの遠位端は、前記上側平準化部材の近位端が前記下側平準化部材の近位端から
分離されるにつれて、前記上側平準化部材の遠位端もまた、前記下側平準化部材の遠位端
から高められ、かつ等しく分離されるように、摺動関係において、前記上側平準化部材内
に画定される伸長スロットに係合するように構成されるピンを備える、平準化部材と、
を備える、項目３４に記載のシステム。
（項目３６）
　前記第１のハンドルの遠位端は、前記上側平準化部材の近位端に蝶着接続され、前記第
２のハンドルの遠位端は、前記下側平準化部材の近位端に蝶着接続されることができる、
項目３５に記載のシステム。
（項目３７）
　前記上側平準化部材および下側平準化部材の遠位端は、それぞれ、フォークを備え、前
記拡張可能な椎体置換デバイスの部分に係合し、それによって、使用時、第１の分離位置
から第２の圧縮位置までの前記作動部材のハンドルの圧縮は、前記平準化部材を相互に実
質的に隣接する位置から分離位置まで移動させる、項目３５に記載のシステム。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本明細書内に組み込まれ、その一部を構成する、添付の図面は、本発明のある側面を図
示し、説明とともに、限定ではないが、本発明の原理を説明する役割を果たす。そこで使
用される同様の参照文字は、いくつかの図面を通して、同様の部品を示す。
【０００９】
【図１】図１は、ＶＢＲデバイスの一側面の部分的分解正面斜視図である。
【図２】図２は、図１のＶＢＲデバイスの部分的分解斜視図である。
【図３】図３は、図１のＶＢＲデバイスの部分的分解側面図である。
【図４】図４は、図１のＶＢＲデバイスの部分的分解正面図である。
【図５】図５は、図１のＶＢＲデバイスの上面平面図である。
【図６】図６は、非拡張位置におけるＶＢＲデバイスの別の側面の正面図である。
【図７】図７は、拡張位置における図６のＶＢＲデバイスの斜視図である。
【図８】図８は、図６のＶＢＲデバイスの上面平面図である。
【図９】図９は、ＶＢＲが拡張位置から後退位置に移動することを拘止するための歯止め
機構を示す、図６のＶＢＲデバイスの破断正面図である。
【図１０】図１０は、内側スリーブの外壁に画定される陥凹を伴う外側スリーブの内壁上
に位置付けられる歯の関係を示す、図６のＶＢＲデバイスの内側スリーブの内壁の部分斜
視図である。
【図１１】図１１は、図１０のＶＢＲデバイスの内側スリーブおよび外側スリーブの係合
の破断面図である。
【図１２】図１２は、２つの椎骨の間に位置付けられるＶＢＲデバイスを示す、図６のＶ
ＢＲデバイスの斜視図である。
【図１３】図１３は、ＶＢＲ拡張ツールを伴うＶＢＲデバイスを示す、図６のＶＢＲデバ
イスの斜視図である。
【図１４】図１４は、内側筐体および外側筐体を示す、ＶＢＲデバイスの一側面の正面図
である。
【図１５】図１５は、図１４のＶＢＲデバイスの斜視図である。
【図１６】図１６は、内側筐体の歯状内側表面と係合されるギヤを示す、図１４のＶＢＲ
デバイスの破断正面図である。
【図１７】図１７は、保持部材の上面平面図である。
【図１８】図１８は、図１７の保持部材の斜視図である。
【図１９】図１９は、非拡張位置におけるＶＢＲデバイスの一側面の正面図である。
【図２０】図２０は、骨接触部材を角度付ける楔合部材を例証する、拡張位置における図
１９のＶＢＲデバイスの正面図である。
【図２１】図２１は、骨接触部材を平坦位置に保つように位置付けられる楔合部材を例証
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する、部分的拡張位置における図１９のＶＢＲデバイスの正面図である。
【図２２】図２２は、拡張位置における図２１のＶＢＲデバイスの正面図である。
【図２３】図２３は、保持部材の斜視図である。
【図２４】図２４は、保持部材の正面図である。
【図２５】図２５は、ＶＢＲデバイスの使用のための楔合部材の斜視図である。
【図２６】図２６は、２つの椎骨の間にＶＢＲデバイスを例証する、図１９の非拡張位置
におけるＶＢＲデバイスの斜視図である。
【図２７】図２７は、２つの椎骨の間にＶＢＲデバイスを例証する、拡張位置における図
１９のＶＢＲデバイスの正面図である。
【図２８】図２８は、２つの椎骨の間にＶＢＲデバイスを例証する、図１９の拡張位置に
おけるＶＢＲデバイスの斜視図である。
【図２９】図２９は、定位置に保持部材を伴い、２つの椎骨の間にＶＢＲデバイスを例証
する、拡張位置における図１９のＶＢＲデバイスの斜視図である。
【図３０】図３０は、拡張ツールによって拡張されるＶＢＲデバイスを示す、図１９のＶ
ＢＲデバイスの斜視図である。
【図３１】図３１は、ＶＢＲデバイスのための外側筐体の斜視図である。
【図３２】図３２は、骨接触部材の角度位置に係止するためのブレードおよびスロットを
例証する、図３１の外側筐体の正面図である。
【図３３】図３３は、図３１の外側筐体の上面図である。
【図３４】図３４は、線３２－３２に沿って切断された、図３１の外側筐体の破断正面図
である。
【図３５】図３５は、ブレードを位置に係止する止めねじを例証する、図３１の外側筐体
の正面図である。
【図３６】図３６は、図３１の外側筐体の上面平面図である。
【図３７】図３７は、図３３の線３５－３５に沿って切断された、図３１の外側筐体の正
面破断図である。
【図３８】図３８は、図３６の線３８－３８に沿って切断された、図３１の外側筐体の正
面破断図である。
【図３９】図３９は、骨接触部材の角度位置に係止する伸長枢動部材を有する、ＶＢＲデ
バイスのための外側筐体の部分的透明斜視図である。
【図４０】図４０は、図３９の外側筐体の正面図である。
【図４１】図４１は、図３９の外側筐体の部分的透明上面平面図である。
【図４２】図４２は、図４０の線４２－４２に沿って切断された、図３９の外側筐体の破
断側面図である。
【図４３】図４３は、角度付けされた位置における上側骨接触部材を例証する、図３９の
外側筐体の正面図である。
【図４４】図４４は、枢動部材の受容のための溝部を示す、図３９の外側筐体の部分的透
明上面平面図である。
【図４５】図４５は、図４３の線４５－４５に沿って切断された、図３９の外側筐体の破
断側面図である。
【図４６】図４６は、図４４の線４６－４６に沿って切断された、図３９の外側筐体の破
断正面図である。
【図４７】図４７は、溝部および溝部の係合部を例証する、図３９の外側筐体の斜視図で
ある。
【図４８】図４８は、図４７の区分を示す、図３９の外側筐体の区分の区分図である。
【図４９】図４９は、上側骨接触部材に対応する展開可能スパイクを例証する、ＶＢＲデ
バイスの部分的透明斜視図である。
【図５０】図５０は、展開可能スパイクと関連付けられる傾斜部材を例証する、図４９の
ＶＢＲデバイスの部分的透明断面斜視図である。
【図５０Ａ】図５０は、図４９のＶＢＲデバイスにおける使用のための傾斜部材および展
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開可能スパイクの斜視図である。
【図５１】図５１は、後退位置におけるスパイクを例証する、図４９のＶＢＲデバイスの
側面図である。
【図５２】図５２は、図５１の線５２－５２に沿って切断された、図４９のＶＢＲデバイ
スの破断正面図である。
【図５３】図５３は、後退位置におけるスパイクを例証する、図４９のＶＢＲデバイスの
背面図である。
【図５４】図５４は、図５３の線５４－５４に沿って切断された、図４９のＶＢＲデバイ
スの破断側面図である。
【図５５】図５５は、展開位置におけるスパイクを例証する、図４９のＶＢＲデバイスの
側面図である。
【図５６】図５６は、図５５の線５６－５６に沿って切断された、図４９のＶＢＲデバイ
スの破断正面図である。
【図５７】図５７は、展開位置におけるスパイクを例証する、図４９のＶＢＲデバイスの
背面図である。
【図５８】図５８は、図５７の線５８－５８に沿って切断された、図４９のＶＢＲデバイ
スの破断側面図である。
【図５９】図５９は、展開可能可撓性スパイクを例証する、ＶＢＲデバイスの部分的透明
斜視図である。
【図６０】図６０は、後退位置におけるスパイクを例証する、図５９のＶＢＲデバイスの
部分的透明側面図である。
【図６１】図６１は、図６０の線６１－６１に沿って切断された、図５９のＶＢＲデバイ
スの破断上面平面図である。
【図６２】図６２は、後退位置におけるスパイクを例証する、図５９のＶＢＲデバイスの
背面図である。
【図６３】図６３は、図６２の線６３－６３に沿って切断された、図５９のＶＢＲデバイ
スの破断側面図である。
【図６４】図６４は、展開位置におけるスパイクを例証する、図５９のＶＢＲデバイスの
部分的透明側面図である。
【図６５】図６５は、図６４の線６５－６５に沿って切断された、図５９のＶＢＲデバイ
スの破断上面平面図である。
【図６６】図６６は、展開位置におけるスパイクを例証する、図５９のＶＢＲデバイスの
背面図である。
【図６７】図６７は、図６６の線６７－６７に沿って切断された、図５９のＶＢＲデバイ
スの破断側面図である。
【図６８】図６８は、ＶＢＲデバイスおよびＶＢＲデバイス拡張ツールの一側面の斜視図
である。
【図６９】図６９は、後退位置または非拡張位置におけるＶＢＲデバイスと係合されるＶ
ＢＲ拡張ツールを例証する、図６８のＶＢＲ拡張ツールの側面図である。
【図７０】図７０は、拡張後に、ＶＢＲデバイスと係合されるＶＢＲ拡張ツールを例証す
る、図６８のＶＢＲ拡張ツールの側面図である。
【図７１】図７１は、ＶＢＲ拡張ツールのための剪刀部材の側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　（発明の説明）
　本発明は、以下の発明を実施するための形態、実施例、および請求項、ならびにその前
後の説明を参照することによって、より容易に理解され得る。本システム、デバイス、お
よび／または方法が、開示および説明される前に、本発明は、別様に規定されない限り、
開示される具体的システム、デバイス、および／または方法に限定されず、それらは、当
然ながら、可変であり得ることを理解されたい。また、本明細書で使用される専門用語は
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、特定の側面を説明する目的のためのものであって、限定を意図するものではないことを
理解されたい。
【００１１】
　本発明の以下の説明は、その最良の現在既知の側面における本発明の有効教示として提
供される。当業者は、依然として、本発明の有益な結果を得ながら、多くの変更が、説明
される側面に行なわれ得ることを認識するであろう。また、本発明の所望の利点のいくつ
かは、他の特徴を利用せずに、本発明の特徴のいくつかを選択することによって得られ得
ることが明白となるであろう。故に、当業者は、本発明に対する多くの修正および適合が
、可能性として考えられ、ある状況においては望ましくさえあり得、かつ本発明の一部で
あることを認識するであろう。したがって、以下の説明は、その限定としてではなく、本
発明の原理の例証として提供される。
【００１２】
　本明細書で使用されるように、単数形「ａ」、「ａｎ」、および「ｔｈｅ」は、文脈に
よって明確に別様に示されない限り、複数参照も含む。したがって、例えば、「プレート
」という言及は、文脈によって明確に別様に示されない限り、２つまたはそれを上回るプ
レートを有する側面を含む。
【００１３】
　範囲は、本明細書では、「ａｂｏｕｔ（約）」ある特定の値から、および／または「ａ
ｂｏｕｔ（約）」別の特定の値までとして表現され得る。そのような範囲が表現されると
き、別の側面は、ある特定の値から、および／または他の特定の値までを含む。同様に、
値が、先行詞「約」の使用によって、近似値として表現されるとき、特定の値が別の側面
を形成することを理解されるであろう。さらに、範囲のそれぞれの終点は、他の終点に関
連して、および他の終点から独立しての両方において重要であることを理解されたい。
【００１４】
　本明細書で使用されるように、用語「ｏｐｔｉｏｎａｌ（随意の）」または「ｏｐｔｉ
ｏｎａｌｌｙ（随意に）」は、続いて説明される事象または状況が、生じてもよく、また
はそうでなくてもよく、その説明が、該事象または状況が生じる事例および生じない事例
を含むことを意味する。
【００１５】
　「ｅｘｅｍｐｌａｒｙ（例示的）」または「ｅｘｅｍｐｌｉｆｉｅｄ（例示される）」
等の本明細書に使用される用語は、選好を示すことを意味しないが、むしろ、その後に議
論された側面が、単に提示される側面の一実施例であることを説明することを意味する。
【００１６】
　加えて、本明細書で使用されるように、「ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌｌｙ（実質的に）」
、「ｇｅｎｅｒａｌｌｙ（概して）」、「ａｐｐｒｏｘｉｍａｔｅｌｙ（約）」、および
同等物等の関連用語は、任意の定量的比較、値、測定、または他の表現に帰属され得る、
不確実性の特有の程度を表すために本明細書で利用される。これらの用語はまた、定量的
表現が、争点の主題の基本的な機能の変更をもたらさずに、述べられた参照から変形し得
る、程度を表すために本明細書で利用される。
【００１７】
　一側面では、本明細書に提示されるのは、頸部、胸郭、または腰椎の椎骨椎体切除術に
続く、脊柱外科手術の際の使用のための拡張可能なＶＢＲデバイス１０である。ＶＢＲデ
バイスは、内側筐体１００および外側筐体２００を備える。内側筐体１００および外側筐
体２００は、長手方向に相互に対して移動し、ＶＢＲデバイス１０の高さを増加または減
少させることができる。一例示的側面では、外側筐体は、内側筐体が非拡張位置で入れ子
になることができる、内部空洞２１０を画定する。別の側面では、内側筐体１００および
外側筐体２００はともに、限定ではないが、同種移植片、代替骨、または他の生体適合性
骨成長助長材料を含む、骨移植片材料の留置のための移植片空洞２１５を画定する。
【００１８】
　ＶＢＲデバイスは、第１の非拡張位置から第２の完全拡張位置までの範囲、または実質
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的に、それらの間の任意の位置の範囲内で拡張されることができる。例示的側面では、外
側筐体２００の内部表面２２０が、歯状表面２２５を備える。歯状表面は、突起等の凸型
、または陥凹等の凹型であることができる。一側面では、同様に、内側筐体１００の外部
表面１１０は、歯状表面１２５を備える。各歯は、カム表面１３０およびカム表面２３０
と、平坦表面１３５および平坦表面２３５とを備えることができる。一側面では、歯状表
面は、相補的に対向し、拡張方向において、外側筐体２００上の歯２２５のカム表面２３
０は、内側筐体１００上の歯１２５のカム表面１３０と噛合し、後退方向において、外側
筐体２００上の歯２３０の平坦表面２３５は、内側筐体１００上の歯１２５の平坦表面１
３５に係合することを意味する。この関係は、２つの筐体が、歯止め様式で拡張方向に移
動することを可能にするが、２つの筐体が後退方向に移動することを防止する。
【００１９】
　別の例示的側面では、各歯１２５および２２５は、平坦表面を伴わずに、２つのカム表
面１３０および２３０を備えることができる。加えて、ＶＢＲデバイスは、内側筐体の歯
状表面の少なくとも一部に係合し、内側筐体に対して外側筐体の長手方向の上下移動を防
止するように構成された保持部材３００を備えることができる。一側面では、保持部材は
、内側筐体１００の外部表面１１０の少なくとも一部分の周囲に水平に摺動するようにサ
イズ決定されるｕ字形部材であることができる。
【００２０】
　さらに別の例示的側面では、内側筐体は、歯状縁部１６５を有する窓１６０を画定して
もよい。この側面では、ギヤ２６０が、内側筐体１００の窓１６０の歯状縁部１６５に係
合するように構成される外側筐体２００上に位置付けられることができる。一側面では、
内側筐体の外部表面１１０は、歯状表面１２５を備えてもよい。ＶＢＲデバイスはまた、
内側筐体の外部表面に係合し、外側筐体に対して内側筐体の移動を制限するように構成さ
れる、保持部材３００を備えることができる。保持部材は、少なくとも部分的に、内側筐
体の周囲に巻着し、内側筐体の外部表面上の歯の少なくとも１つに係合するように構成さ
れるｃリングであることができる。
【００２１】
　保持部材３００は、例えば、外側筐体２００の内部表面２２０の歯状表面２２５にカム
作用され、かつそれに相補的である、縁部３１０を有することができる。しかしながら、
歯状表面は、概して、傾斜されるため、保持部材の縁部は、角度付けされる、傾斜される
、またはカム作用される必要がない。また、保持部材の縁部３１０は、外側筐体２００の
内部表面２２０の歯状表面２２５の平坦部２３５を保持するために、実質的に平坦である
上面表面３１５を有することが想定される。さらに別の側面では、保持部材は、内側筐体
の一部に取り外し可能に取着されることができる。図２０に例証されるように、内側筐体
１００の上部１４０は、トング部１４５を備えることができ、保持部材３００の縁部３１
０は、対応する溝３２０を備え、保持部材が、内側筐体の上部の位置に摺動することを可
能にすることができる。この側面では、保持部材が内側筐体と係合して位置付けられると
き、外側筐体は、依然として、拡張位置に向かって上方向に歯止めで動かすことが可能で
ありながら、非拡張位置に向かって下方に後退することが防止される。保持部材が、内側
筐体との係合から移動されるとき、外側筐体は、したがって、実質的に妨げられない、い
ずれかの方向に移動することができる。
【００２２】
　例示的側面では、ＶＢＲデバイスは、上側骨接触部材４００および下側骨接触部材４５
０を備える。上側骨接触部材４００は、第１の椎骨の下部と接触のために構成される上側
骨接触表面４１０を有する。下側骨接触部材４５０は、第２の椎骨の上部と接触のために
構成される下側骨接触表面４６０を有する。上側骨接触部材および下側骨接触部材の一方
または両方は、実質的に平面状であることができる。一側面では、上側骨接触部材は、外
側筐体の上部２４０の一部に枢動可能に接続されることができる。枢動点４１５は、例え
ば、実質的に、上側骨接触部材の中心にあり、上側骨接触部材が、前方向または後方向の
いずれかに角形成することを可能にすることができる。本機能は、ＶＢＲデバイスが、患
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者の解剖学的構造に適応することを可能にする。認識されることができるように、下側骨
接触部材４５０は、内側筐体１００の底部１５０の一部に枢動可能に接続されることがで
きる。枢動点４６５は、例えば、実質的に、下側骨接触部材４５０の中心にあり、下側骨
接触部材が、前方向または後方向のいずれかに角形成することを可能にすることができる
。
【００２３】
　さらに別の側面では、ＶＢＲデバイスは、内側スリーブ５００および外側スリーブ５５
０を備え、外側スリーブおよび内側スリーブは、後退位置から拡張位置まで相互に対して
長手方向に移動するように構成される。内側スリーブおよび外側スリーブは、内部空洞５
５５を画定する。例示的側面では、外側スリーブ５５０の内部表面５６０は、歯状表面５
６５を備える。一側面では、内側スリーブ５００の外部表面５１０は、同様に、歯状表面
５１５を備える。各歯は、カム表面５１６およびカム表面５６６と、平坦表面５１７およ
び平坦表面５６７とを備えることができる。一側面では、歯状表面は、相補的に対向し、
拡張方向において、外側スリーブ上の歯のカム表面は、内側スリーブ上の歯のカム表面と
噛合し、後退方向において、外側スリーブ上の歯の平坦表面は、内側スリーブ上の歯の平
坦表面に係合することを意味する。この関係は、２つのスリーブが、歯止め様式で拡張方
向に移動することを可能にするが、２つのスリーブが後退方向に移動することを防止する
。当業者が認識することができるように、相補的歯状表面の代わりに、内側スリーブおよ
び外側スリーブは、一方の歯状表面を備え、他方の表面上に相補的陥凹５２０を画定する
ことができ、ここで、陥凹５２０は、他方の表面の歯の平坦表面５６７を相補する、平坦
な内部縁部５２２を有する。
【００２４】
　この側面では、上側骨接触部材は、外側スリーブの上部５８０に蝶着取着されることが
でき、下側骨接触部材は、内側スリーブの下部５３０に蝶着取着されることができる。こ
の構成は、隣接椎体を相補するために骨接触部材の角形成を可能にする。例示的側面では
、内側スリーブおよび外側スリーブは、相互に中に入れ子になり、支柱窓５７０を画定す
る。この側面では、ＶＢＲデバイスは、支柱窓５７０を介して内部空洞の中に留置される
、内部空洞５５５内に嵌合するように構成される支柱２０を備える。例示的側面では、支
柱の上部２１が、角度付けされ、支柱２２の底部もまた、角度付けされる。支柱の上部２
１は、上側骨接触部材４００の一部に係合し、支柱の上部の角度は、前湾のための所望の
角度に上側骨接触部材を留置する。同様に、支柱の底部２２は、下側骨接触部材４５０の
一部に係合し、支柱の下部の角度は、前湾のための所望の角度に下側骨接触部材を設置す
る。支柱は、当然ながら、実質的に、ＶＢＲデバイスが拡張位置から後退位置まで移動す
ることを防止する。
【００２５】
　上側骨接触部材４００および下側骨接触部材４５０の一方または両方は、スパイク６０
０または突起部を備え、それぞれの椎骨との係合を促進することができる。スパイクは、
それぞれの上側骨接触部材または下側骨接触部材と統合することができるか、またはディ
スク空間の中に挿入の後に展開されることができる。一例示的側面では、図４２に例証さ
れるように、それぞれの骨接触部材は、スパイク空洞６２０と連通する少なくとも１つの
スパイク開口６１０を画定することができる。スパイクは、実質的かつ完全に、スパイク
空洞６２０のその中に嵌合するようにサイズ決定されることができる。一側面では、傾斜
部材６３０が、部分的に、スパイク空洞６２０と同軸であるオリフィス６３５を画定する
骨接触部材内に画定される、チャネル６５０内に位置付けられることができる。オリフィ
スおよびスパイクの縁部は、相補的カム６４０およびフォロア６４５を備え、傾斜部材６
３０が、第１の方向に移動されるとき、スパイクは、傾斜部材に沿って乗り上げ、それを
持ち上げ、スパイクの遠位部を骨接触部材の骨接触表面の上方に延在させるように表面に
出る。当然ながら、スパイクは、複数のスパイクを備えることができ、スパイク空洞は、
複数のスパイク空洞を備えることができることが想定される。加えて、傾斜部材は、複数
の傾斜部材を備えることができる。各傾斜部材は、図４２に例証されるように、それぞれ
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、スパイクおよびスパイク空洞に対応する、複数のオリフィスを画定してもよい。
【００２６】
　別の側面では、スパイク６００は、ニチノールまたはばね鋼鉄等の可撓性材料を備える
ことができる。この側面では、スパイクは、それぞれの骨接触表面に実質的に平行である
平面内のそれぞれの骨接触部材内のチャネル６５０内に最初に埋め込まれることができる
。スパイク開口６１０のそれぞれは、可撓性があるスパイクが、スパイク開口に向かって
移動されるとき、スパイクが、スパイク開口の上方に、かつそれを通して角度付けするで
あろうように、骨接触部材の傾斜または角度付けされた部分６５５と関連付けられること
ができる。
【００２７】
　一例示的側面では、骨接触部材の一方または両方は、角度位置に係止され、実質的に、
それぞれの骨接触部材が、それぞれの内側筐体または外側筐体に対して枢動することを拘
止することができる。一側面では、図２５に示されるように、それぞれの骨接触部材は、
骨接触部材４００および骨接触部材４５０の第２の表面４２０および第２の表面４７０上
に位置付けられるブレード７００を備え、これは、骨接触表面に対向し、第２の表面に実
質的に垂直であることができる。この側面では、どの骨接触部材が議論されているかに応
じて、外側筐体の上側または内側筐体の底側は、ブレード７００の受容のために構成され
たブレードスロット７１０を画定することができる。それぞれの筐体はまた、ねじ山付き
開口７２０内に嵌合するように適合される止めねじ７３０の受容のために構成されたねじ
山付き開口７２０を画定し、ブレード７００の一部に係合し、実質的に、それぞれの筐体
に対してその位置に固定することができる。図に示されるように、ブレードは、止めねじ
の端部がそれぞれの骨接触部材を角度位置に保持することを補助するために係合し得る、
複数のブレード開口を画定することができる。
【００２８】
　別の側面では、図３２ａに示されるように、それぞれの骨接触部材は、外側筐体の上面
表面２４０（または内側筐体の底側表面）に画定されるそれぞれの溝部８１０内に嵌合す
るように構成される、少なくとも１つの伸長枢動部材８００を備えることができる。伸長
枢動部材８００は、実質的に円筒状の形状を備えることができるが、他の形状も想定され
る。一側面では、少なくとも、伸長枢動部材の遠位端８０５が、隆起および／または陥凹
パターン８２０を画定することができる。この側面では、溝部８１０の一部は、相補的に
パターン化された隆起および／または陥凹区分８２５を画定する。一側面では、パターン
は、図３２ａに示されるように、星形であるが、他の相補的パターンも想定される。この
側面では、溝部のパターン化された部分と係合する枢動部材の遠位端を押勢することは、
それぞれの筐体に対して骨接触部材の角度を固定する。例えば、止めねじ８３０が、図３
７に示されるように、溝部のパターン化された部分と係合する枢動部材を押勢するために
、使用されてもよい。
【００２９】
　さらに別の側面では、それぞれの骨接触部材は、骨接触部材とそれぞれの筐体との間の
空間内において、楔合部材９００の挿入によって、角度位置に係止することができる。図
２０は、上側骨接触部材と外側筐体との間の楔合部材と、下側骨接触部材と内側筐体との
間の別の楔合部材とを示す。楔合部材は、所望の角度を達成するために、種々の方法で構
成されることができる。一側面では、楔合部材は、ねじ等の固定デバイスでＶＢＲに固定
されることができる。
【００３０】
　ＶＢＲデバイスおよびＶＢＲ拡張ツール１０００を備える、システムが提示される。一
例示的側面では、ＶＢＲ拡張ツール１０００は、平準化部材１２００に結合される、作動
部材１１００を備える。作動部材は、対向する第２のハンドル１１２０に蝶着に結合され
る第１のハンドル１１１０を備える。第１のハンドルは、人の手および遠位端１１１４に
よってそれらの間に蝶着点１１３０を伴って保持されるように構成される近位端１１１２
を備える。第２のハンドル１１２０もまた、人の手および遠位端１１２４によってそれら
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の間に蝶着点１１３０を伴って保持されるように構成される近位端１１２２を備える。作
動部材は、ハンドルの近位端がそれらの最大分離位置であり、ハンドルの遠位端が実質的
にその最近接位置である第１の位置から、ハンドルの近位端が相互に向かって圧縮され、
ハンドルの遠位端が分離される第２の位置まで、移動するように構成される。ＶＢＲ拡張
ツールはまた、他のハンドル上に位置付けられるキャッチ機構１１４５に係合するように
構成される第１のハンドルまたは第２のハンドルのうちの１つの近位端に蝶着接続される
、圧縮保持部材１１４０を備えることができる。圧縮保持部材は、キャッチ機構と係合さ
れるとき、実質的に、圧力を第１のハンドルおよび第２のハンドル上に維持する。
【００３１】
　ＶＢＲ拡張ツールについて継続し、平準化部材１２００は、上側平準化部材１２１０お
よび下側平準化部材１２２０を備え、２つの平準化部材は、剪刀部材１２５０によって分
離かつ接続される。剪刀部材は、第１の剪刀アーム１２６０および第２の剪刀アーム１２
７０を備える。一般的剪刀と同様に、剪刀アーム１２６０および剪刀アーム１２７０は、
実質的に、それらの中間区分１２８０にピン留めされる。第１の剪刀アーム１２６０の近
位端１２６２は、上側平準化部材１２１０の近位端１２１２にピン留めされ、第１の剪刀
アームの遠位端１２６４は、摺動関係において、下側平準化部材内に画定される伸長スロ
ット１２１８に係合するように構成される、第１のピン１２６６を備える。同様に、第２
の剪刀アーム１２７０の近位端１２７２は、下側平準化部材１２２０の近位端１２２２に
ピン留めされ、第２の剪刀アームの遠位端１２７４は、摺動関係において、上側平準化部
材内に画定される伸長スロット１２１６に係合するように構成される、第２のピン１２７
６を備える。この方式では、上側平準化部材の近位端が下側平準化部材の近位端から分離
されるにつれて、上側平準化部材の遠位端もまた、下側平準化部材の遠位端から高められ
、かつ等しく分離される。認識されることができるように、平準化部材に対するアームの
関係は、類似する結果を伴って逆転され得る。
【００３２】
　図６９に例証されるように、第１のハンドル１１１４の遠位端は、上側平準化部材の近
位端１２１４に蝶着接続されることができ、第２のハンドルの遠位端１１２４は、下側平
準化部材の近位端１２２２に蝶着接続されることができる。加えて、上側平準化部材およ
び下側平準化部材の遠位端は、フォーク１３００を備え、拡張可能なＶＢＲデバイスの部
分に係合することができる。使用時、第１の位置から第２の位置までの作動部材のハンド
ルの圧縮は、相互に実質的に隣接する位置から分離位置まで平準化部材を移動させる。そ
うすることによって、フォークが内側筐体および外側筐体の部分と係合されるとき、拡張
可能ＶＢＲデバイスは、非拡張位置から拡張位置まで移動する。
【００３３】
　拡張可能なＶＢＲを椎体切除術欠陥の中に留置し、ＶＢＲ拡張ツールを使用して本デバ
イスの高さを拡張する方法が、提示される。本方法は、所望の運動区画にアクセスするス
テップと、所望の椎体を除去するステップと、除去された椎体の代わりに拡張可能なＶＢ
Ｒデバイスを位置付けるステップと、拡張可能なＶＢＲデバイスを拡張するステップと、
拡張可能なＶＢＲデバイスを拡張位置に固定するステップとを備える。本方法はまた、上
側骨接触部材および／または下側骨接触部材の前湾角度を固定するステップを備えること
ができる。別の側面では、本方法はまた、移植片空洞を骨成長助長材料で詰めるステップ
を含む。
【００３４】
　本発明のいくつかの側面が、前述の明細書に開示されたが、本発明の多くの修正および
他の側面が、前述の説明および関連付けられた図面に提示される教示の利益を有する当業
者に想起されるであろうことが、当業者によって理解される。したがって、本発明は、本
明細書に前述で開示される具体的側面に限定されず、多くの修正および他の側面が、添付
の請求項の範囲内に含まれることが意図されることを理解されたい。さらに、具体的用語
が、本明細書ならびに以下の請求項で採用されるが、それらは、説明される発明を限定す
る目的のためではなく、一般的かつ説明的意味でのみ使用される。
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